
 

防衛装備庁公示第２０号 

平成２７年１０月 １日 

一部改正：防衛装備庁公示第５９号 

平成３０年１０月 ５日 

 

防衛装備庁が行う随意契約への新規参入の申し込みについて 

 

                                              分任支出負担行為担当官 

                                               防衛装備庁調達事業部 

                                               総括装備調達官 

                                                   石 上  誠 

 

 別添の対象契約一覧表に掲げる契約は、次のアからキのいずれかの要件に該当するため、事後の契約を締結する場合には、当該要件を満たす

契約企業との随意契約によって契約することを予定しているものです。それぞれの契約について必要となる要件を満たし、同契約への新規参入

を希望される企業等がありましたら、申し込みに必要な書類を提出先までご提出ください。 

 

 ア 航空機製造事業法（昭和２７年法律第２３７号）第２条の２又は武器等製造法（昭和２８年法律第１４５号）第３条に規定する経済産業

大臣の許可を現に受け、又は当該許可を受けるための申請中である者が一者に限られる航空機若しくは航空機用機器又は武器に係る調達 

 イ 契約の履行のために不可欠なライセンスを現に認められ、又は履行期限までにこれを認められる見込みのある日本企業が一者に限られる

もののうち、当該ライセンスの実施権の取得に外国政府の許可を要しないもの 

ウ 契約の履行のために不可欠な日本国内における正当な輸入販売代理権を現に有し、又は履行期限までに当該権利を有する見込みのある者

が一者に限られる防衛装備品に係る一般輸入調達 

エ 企業が試作請負業務（研究試作を除く。）を通じて防衛省と共同して開発した防衛装備品の量産契約であって、当該防衛装備品の製造に当

たって必要となる技術又は設備等を有する企業が一者に限られるもの（開発に係る試作請負業務（研究試作を除く。）において、下請負企業

がその試作請負契約の相手方に納入した、当該防衛装備品を成す特定の機器も含む。） 

オ 複数の構成品が一体となって機能を発揮する防衛装備品の製造請負業務を数回に分割して発注せざるを得ない場合（当該防衛装備品を調

達する事業について構想し若しくは計画し又は予算を要求する過程において、一体の事業であることが明確であったものを分割したことが

明らかなものに限るものとし、当該事業と同時期に発注する構成品及び部品に係る契約並びに当該事業の過程において派生的に追加発注さ

れる契約を除く。）で、当該防衛装備品全体の設計及び製造の全過程を通じて同一の企業の管理下においてシステム・インテグレーションが



行われなければ製造の目的達成に著しい支障が生じるおそれがあるもの 

カ 研究開発に係る試作請負業務に付随して実施が必要となる調達のうち、試作品の機能・性能の確認に係る部品及び支援・役務の調達であっ

て、当該契約を履行できる者が一者に限られる場合 

キ 過去２カ年度にわたって一者応募・応札となっている調達のうち、契約履行に必要な製造図書（製造図面、組立図及び作業標準並びに検

査要領等の企業所有資料）を利用できる者が一者に限られ、防衛省所有資料や一般に公開されている資料等だけでは調達できないもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類：別紙（対象契約一覧表） 



 

  別 紙 

対象契約一覧表 

 

掲載 

番号 
該当する契約 

随意契約に

よる理由 

一覧表への 

掲載日 
新規参入の申し込みに必要となる要件 

提出先 

(問合わせ先) 

１ 
航空機模擬標的（Ⅵ型）の製造に係る 

契約 
ア 

 

27.10.1 

航空機模擬標的（Ⅵ型）の製造に必要となる航空機製

造事業法（昭和２７年法律第２３７号）第２条の２に

規定する経済産業大臣の許可を受けていること又は受

ける見込みがあることが証明できること。 

･提出先 

防衛装備庁 

調達事業部 

航空機部品 

器材室 

調達第１班 

･問合わせ先 

03(3268)3111 

内線:35565 

     35573 

２ 
ヘリコプタけん引装置(２２ＤＤＨ用)

の製造に係る契約 
イ 

 

27.10.1 

ヘリコプタけん引装置(２２ＤＤＨ用)の製造に必要と

なるライセンス実施権を英国ダグラス イクイップメ

ント リミテッドから認められていること又は認めら

れる見込みがあることが証明できること。 

３ 
ヘリコプタけん引装置(２４ＤＤＨ用)

の製造に係る契約 
イ 

 

27.10.1 

ヘリコプタけん引装置(２４ＤＤＨ用)の製造に必要と

なるライセンス実施権を英国ダグラス イクイップメ

ント リミテッドから認められていること又は認めら

れる見込みがあることが証明できること。 

 

 

４ 

 

 

ＵＨ－６０Ｊ用慣性航法装置等に係る 

契約 

 

 

ア 

 

 

27.10.1 

ＵＨ－６０Ｊ用慣性航法装置等の製造に必要となる航

空機製造事業法（昭和２７年法律第２３７号）第２条

の２に規定する経済産業大臣の事業の許可を受けてい

ること又は受ける見込みがあることが証明できるこ

と。 

 

 

 



 

掲載 

番号 
該当する契約 

随意契約に

よる理由 

一覧表への 

掲載日 
新規参入の申し込みに必要となる要件 

提出先 

(問合わせ先) 

５ Ｆ－２航空機用発電機に係る契約 ア 27.10.1 

Ｆ－２航空機用発電機の製造に必要となる航空機製造

事業法（昭和２７年法律第２３７号）第２条の２に規

定する経済産業大臣の事業の許可を受けていること又

は受ける見込みがあることが証明できること。 

･提出先 

防衛装備庁 

調達事業部 

航空機部品 

器材室 

調達第１班 

･問合わせ先 

03(3268)3111 

内線:35565 

      35563 

   35573 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 
ＳＨ－６０Ｋ用メモリーカード記録器 

に係る契約 
イ 

 

 

27.10.1 

ＳＨ－６０Ｋ用メモリーカード記録器の製造に必要と

なるライセンス実施権を米国ジェネラル・エレクト

リック・カンパニーから認められていること又は認め

られる見込みがあることが証明できること。 

７ 
ＵＨ－６０Ｊ航空機用シンボル 

ジェネレーターに係る契約 
ア 

 

 

27.10.1 

ＵＨ－６０Ｊ航空機用シンボルジェネレーターの製造

に必要となる航空機製造事業法（昭和２７年法律第２

３７号）第２条の２に規定する経済産業大臣の事業の

許可を受けていること又は受ける見込みがあることが

証明できること。 

 

 

 

8 

 

 

 

航空機模擬標的（Ⅷ型）の製造に係る 

契約 
ア 

 

 

27.10.1 

航空機模擬標的（Ⅷ型）の製造に必要となる航空機製

造事業法（昭和２７年法律第２３７号）第２条の２に

規定する経済産業大臣の許可を受けていること又は受

ける見込みがあることが証明できること。 

 

 



 

 

掲載 

番号 

 

該当する契約 
随意契約に

よる理由 

一覧表への 

掲載日 
新規参入の申し込みに必要となる要件 

提出先 

(問合わせ先) 

9 空対空用小型標的の製造に係る契約 エ 

 

27.10.1 

 

空対空用小型標的の試作契約での成果を継承し、当該

防衛装備品の量産に必要となる技術又は設備等を有す

ることを証明できること。 

･提出先 

防衛装備庁 

調達事業部 

航空機部品 

器材室 

調達第１班 

･問合わせ先 

03(3268)3111 

内線:35563 

35565 

35573 

10 
Ｆ－１５航空機用計器（回転速度計）

の製造に係る契約 
イ 

 

 

27.10.1 

 

 

Ｆ－１５航空機用計器（回転速度計）の製造に必要と

なるライセンス実施権を米国ハネウェル・インターナ

ショナル・インクから認められていること又は認めら

れる見込みがあることが証明できること。 

11 
Ｆ－４航空機用計器（油圧計）の製造

に係る契約 
イ 

 

 

27.10.1 

Ｆ－４航空機用計器（油圧計）の製造に必要となるラ

イセンス実施権を米国ハネウェル・インターナショナ

ル・インクから認められていること又は認められる見

込みがあることが証明できること。 

12 

ＳＨ－６０Ｊ、ＳＨ－６０Ｋ及びＵＨ

－６０Ｊ航空機用発電機の製造に係る

契約 

ア、イ 

 

 

 

 

27.10.1 

 

ＳＨ－６０Ｊ、ＳＨ－６０Ｋ及びＵＨ－６０Ｊ航空機

用発電機の製造に必要となるライセンス実施権を米国

ハネウェル・インターナショナル・インクから認めら

れていること又は認められる見込みがあることが証明

できること、並びにＳＨ－６０Ｊ、ＳＨ－６０Ｋ及び

ＵＨ－６０Ｊ航空機の製造に必要となる航空機製造事

業法（昭和２７年法律第２３７号）第２条の２に規定

する経済産業大臣の許可を受けていること又は受ける

見込みがあることが証明できること。 

 

 



 

 

掲載 

番号 

 

該当する契約 
随意契約に

よる理由 

一覧表への 

掲載日 
新規参入の申し込みに必要となる要件 

提出先 

(問合わせ先) 

13 
Ｆ－１５航空機用燃料計システムの製

造に係る契約 
イ 

 

 

27.11.9 

Ｆ－１５航空機用燃料計システムの製造に必要となる

ライセンス実施権を米国シモンズ・プレシジョン・プ

ロダクツ・インクから認められていること又は認めら

れる見込みがあることが証明できること。 

 

･提出先 

防衛装備庁 

調達事業部 

航空機部品 

器材室 

調達第１班 

･問合わせ先 

03(3268)3111 

内線:35563 

35565 

35571 

14 
ＯＨ－１航空機用ローターブレイドの

製造に係る契約 
ア 

 

 

 

27.12.2 

 

 

ＯＨ－１航空機用ローターブレイドの製造に必要とな

る航空機製造事業法（昭和２７年法律第２３７号）第

２条の２に規定する経済産業大臣の事業の許可を受け

ていること又は受ける見込みがあることが証明できる

こと。 

 

15 
ＯＨ－１航空機用統合制御処理器の製

造に係る契約 
ア 

 

 

28.1.28 

ＯＨ－１航空機用統合制御処理器の製造に必要となる

航空機製造事業法（昭和２７年法律第２３７号）第２

条の２に規定する経済産業大臣の事業の許可を受けて

いること又は受ける見込みがあることが証明できるこ

と。 

 

16 
ＯＨ－１航空機用姿勢方位基準装置の

製造に係る契約 
ア 

 

 

28.1.28 

ＯＨ－１航空機用姿勢方位基準装置の製造に必要とな

る航空機製造事業法（昭和２７年法律第２３７号）第

２条の２に規定する経済産業大臣の事業の許可を受け

ていること又は受ける見込みがあることが証明できる

こと。 

 

 



 

 

掲載 

番号 

 

該当する契約 
随意契約に

よる理由 

一覧表への 

掲載日 
新規参入の申し込みに必要となる要件 

提出先 

(問合わせ先) 

 

 

17 
投下管制装置（ＨＷＧ－３・ＳＨ－６

０Ｋ用）の製造に係る契約 
キ 28.7.22 

契約履行に必要となる投下管制装置（ＨＷＧ－３・Ｓ

Ｈ－６０Ｋ用）の製造図書（製造図面、組立図及び作

業標準並びに検査要領等の企業所有資料）を利用でき

ることが証明できること。 

 

･提出先 

防衛装備庁 

調達事業部 

航空機部品 

器材室 

調達第１班 

･問合わせ先 

03(3268)3111 

内線:35563 

35571 

 

 

 

18 
Ｆ－１５航空機用部品（ＤＵＣＴ）の

製造に係る契約 
キ 28.7.22 

 

契約履行に必要となるＦ－１５航空機用部品（ＤＵＣ

Ｔ）の製造図書（製造図面、組立図及び作業標準並び

に検査要領等の企業所有資料）を利用できることが証

明できること。 

 

19 
ＵＨ－１航空機用部品（燃料タンク）

の製造に係る契約 
キ 28.7.22 

契約履行に必要となるＵＨ－１航空機用部品（燃料タ

ンク）の製造図書（製造図面、組立図及び作業標準並

びに検査要領等の企業所有資料）を利用できることが

証明できること。 

20 
Ｐ－３Ｃ用カートリッジ（エンジン消

火用）の製造に係る契約 
キ 28.7.22 

契約履行に必要となるＰ－３Ｃ用カートリッジ（エン

ジン消火用）の製造図書（製造図面、組立図及び作業

標準並びに検査要領等の企業所有資料）を利用できる

ことが証明できること及び火薬類取締法に基づく販

売の許可を受けていること。 

 



 

 

 

掲載 

番号 

 

該当する契約 
随意契約に

よる理由 

一覧表への 

掲載日 
新規参入の申し込みに必要となる要件 

提出先 

(問合わせ先) 

21 

ＵＳ－１Ａ／ＵＳ－２／ＴＣ－９０用

カートリッジ（エンジン消火用）の製

造に係る契約 

キ 28.7.22 

契約履行に必要となるＵＳ－１Ａ／ＵＳ－２／ＴＣ

－９０用カートリッジ（エンジン消火用）の製造図書

（製造図面、組立図及び作業標準並びに検査要領等の

企業所有資料）を利用できることが証明できること及

び火薬類取締法に基づく販売の許可を受けているこ

と。 

･提出先 

防衛装備庁 

調達事業部 

航空機部品 

器材室 

調達第１班 

･問合わせ先 

03(3268)3111 

内線:35563 

35571 
22 

ＳＨ－６０Ｊ／Ｋ／ＵＨ－６０Ｊ用

カートリッジ（エンジン消火用）の製

造に係る契約 

キ 28.7.22 

契約履行に必要となるＳＨ－６０Ｊ／Ｋ／ＵＨ－６

０Ｊ用カートリッジ（エンジン消火用）の製造図書（製

造図面、組立図及び作業標準並びに検査要領等の企業

所有資料）を利用できることが証明できること及び火

薬類取締法に基づく販売の許可を受けていること。 

 

23 

ＳＨ－６０Ｊ／Ｋ／ＵＨ－６０Ｊ用

カートリッジ（エマージェンシーフ

ロート用）の製造に係る契約 

キ 28.7.22 

契約履行に必要となるＳＨ－６０Ｊ／Ｋ／ＵＨ－６

０Ｊ用カートリッジ（エマージェンシーフロート用）

の製造図書（製造図面、組立図及び作業標準並びに検

査要領等の企業所有資料）を利用できることが証明で

きること及び火薬類取締法に基づく販売の許可を受

けていること。 

 24 
Ｆ－１５用ＦＤＬ地上再生装置の製造

に係る契約 
キ 28.7.22 

契約履行に必要となるＦ－１５用ＦＤＬ（Ｆｉｇｈｔ

ｅｒ Ｄａｔａ Ｌｉｎｋ）地上再生装置の製造図書

（製造図面、組立図及び作業標準並びに検査要領等の

企業所有資料）を利用できることが証明できること。 



 

 

掲載 

番号 

 

該当する契約 
随意契約に

よる理由 

一覧表への 

掲載日 
新規参入の申し込みに必要となる要件 

提出先 

(問合わせ先) 

25 
Ｆ－１５航空機用計器（時計）の製造

に係る契約 
キ 28.8.16 

契約履行に必要となるＦ－１５航空機用計器（時計）

の製造図書（製造図面、組立図及び作業標準並びに検

査要領等の企業所有資料）を利用できることが証明で

きること。 

･提出先 

防衛装備庁 

調達事業部 

航空機部品 

器材室 

調達第１班 

･問合わせ先 

03(3268)3111 

内線:35563 

35571 
26 

Ｔ－４緊急脱出装置用部品（ＳＭＤＣ

－ＧＡＳ ＩＮＩＴＩＡＴＯＲ）の製

造に係る契約 

イ 28.8.16 

Ｔ－４緊急脱出装置用部品（ＳＭＤＣ－ＧＡＳ ＩＮ

ＩＴＩＡＴＯＲ）の製造に必要となるライセンス実施

権を米国パシフィック・サイエンティフィック・エナ

ジェティック・マテリアルズ・カンパニー・インクか

ら認められていること又は認められる見込みがある

ことが証明できること及び火薬類取締法に基づく販

売の許可を受けていること。 

27 
ＤＤＲベンチ・テスタ Ｊ／ＵＳＭ－

２２９の製造に係る契約 
キ 28.9.6 

契約履行に必要となるＦ－１５用のＤＤＲベンチ・テ

スタ Ｊ／ＵＳＭ－２２９の製造図書（製造図面、組

立図及び作業標準並びに検査要領等の企業所有資料）

を利用できることが証明できること。 

28 

Ｆ－１５用機体通信電子部品（ＲＥＣ

ＯＲＤＥＲ，ＶＩＤＥＯ）の製造に係

る契約 

キ 28.9.6 

契約履行に必要となるＦ－１５用機体通信電子部品

（ＲＥＣＯＲＤＥＲ，ＶＩＤＥＯ）の製造図書（製造

図面、組立図及び作業標準並びに検査要領等の企業所

有資料）を利用できることが証明できること。 



 

 

掲載 

番号 

 

該当する契約 
随意契約に

よる理由 

一覧表への 

掲載日 
新規参入の申し込みに必要となる要件 

提出先 

(問合わせ先) 

29 

重物料投下器材（プラットホーム緩衝

機構部・転倒防止機構付）の製造に係

る契約 

キ 28.9.16 

契約履行に必要となる重物料投下器材（プラットホー

ム緩衝機構部・転倒防止機構付）の製造図書（製造図

面、組立図及び作業標準並びに検査要領等の企業所有

資料）を利用できることが証明できること及び火薬類

取締法に基づく販売の許可を受けていること。 

･提出先 

防衛装備庁 

調達事業部 

航空機部品 

器材室 

調達第１班 

･問合わせ先 

03(3268)3111 

内線:35563 

35565 

35571 

 

30 
ＳＨ－６０Ｋ整備データモニタリング

装置の製造に係る契約 
キ 28.9.16 

契約履行に必要となるＳＨ－６０Ｋ整備データモニ

タリング装置の製造図書（製造図面、組立図及び作業

標準並びに検査要領等の企業所有資料）を利用できる

ことが証明できること。 

31 
ＯＨ－１用カートリッジ（エンジン消

火用）の製造に係る契約 
キ 28.10.7 

契約履行に必要となるＯＨ－１用カートリッジ（エン

ジン消火用）の製造図書（製造図面、組立図及び作業

標準並びに検査要領等の企業所有資料）を利用できる

ことが証明できること及び火薬類取締法に基づく販

売の許可を受けていること。 

32 
ＯＨ－１用多機能表示器の製造に係る

契約 
キ 28.10.7 

契約履行に必要となるＯＨ－１用多機能表示器の製

造図書（製造図面、組立図及び作業標準並びに検査要

領等の企業所有資料）を利用できることが証明できる

こと。 

 



 

 

掲載 

番号 

 

該当する契約 
随意契約に

よる理由 

一覧表への 

掲載日 
新規参入の申し込みに必要となる要件 

提出先 

(問合わせ先) 

33 
コントロール・システム・テストセッ

ト（Ｆ３用）の製造に係る契約 
キ 28.10.7 

コントロール・システム・テストセット（Ｆ３用）の

製造図書（製造図面、組立図及び作業標準並びに検査

要領等の企業所有資料）を利用できることが証明でき

ること。 

･提出先 

防衛装備庁 

調達事業部 

航空機部品 

器材室 

調達第１班 

･問合わせ先 

03(3268)3111 

内線:35563 

35565 

35571 

 

34 

ウェポン内装ランチャー機構リグ試験

供試体用支持部品及び油圧源等の製造

に係る契約 

カ 28.10.13 

ウェポンリリース・ステルス化（その２）の研究試作

契約での成果を継承し、当該調達に必要となる技術又

は設備等を有することを証明できること。 

35 
重物料投下器材（プラットホーム転倒

防止機構付）の製造に係る契約 
キ 28.10.13 

契約履行に必要となる重物料投下器材（プラットホー

ム転倒防止機構付）の製造図書（製造図面、組立図及

び作業標準並びに検査要領等の企業所有資料）を利用

できることが証明できること。 

36 
ＨＵＭＳ用整備器材（ＵＨ－６０Ｊ用）

の製造に係る契約 
キ 28.11.2 

契約履行に必要となるＨＵＭＳ用整備器材（ＵＨ－６

０Ｊ用）の製造図書（製造図面、組立図及び作業標準

並びに検査要領等の企業所有資料）を利用できること

が証明できること。 



 

 

掲載 

番号 

 

該当する契約 
随意契約に

よる理由 

一覧表への 

掲載日 
新規参入の申し込みに必要となる要件 

提出先 

(問合わせ先) 

37 
Ｆ－１５近代化機ＨＭＤ用ヘルメット

の製造に係る契約 
キ 28.11.2 

契約履行に必要となるＦ－１５近代化機ＨＭＤ用ヘ

ルメットの製造図書（製造図面、組立図及び作業標準

並びに検査要領等の企業所有資料）を利用できること

が証明できること。 

･提出先 

防衛装備庁 

調達事業部 

航空機部品 

器材室 

調達第１班 

･問合わせ先 

03(3268)3111 

内線:35563 

35565 

35571 

 

 

 

 

 

38 

Ｆ－４及びＦ－１５用緊急脱出装置用

部品（イニシェータ組立、０．７５秒

延時イニシェータ組立）の製造に係る

契約 

キ 28.11.2 

契約履行に必要となるＦ－４及びＦ－１５用緊急脱出

装置用部品（イニシェータ組立、０．７５秒延時イニ

シェータ組立）の製造図書（製造図面、組立図及び作

業標準並びに検査要領等の企業所有資料）を利用でき

ることが証明できること並びに火薬類取締法に基づく

販売の許可を受けていること。 

39 

ＵＨ－６０ＪＡ整備用部品（ＭＵＬＴ

Ｉ ＦＵＮＣＴＩＯＮ ＤＩＳＰＬＡ

Ｙ）の製造に係る契約 

キ 28.12.19 

契約履行に必要となるＵＨ－６０ＪＡ整備用部品（Ｍ

ＵＬＴＩ ＦＵＮＣＴＩＯＮ ＤＩＳＰＬＡＹ）の製

造図書（製造図面、組立図及び作業標準並びに検査要

領等の企業所有資料）を利用できることが証明できる

こと。 

 

40 

 

ＭＤＲ（Ｆ－２の支援戦闘能力向上用）

の製造に係る契約 
カ 28.12.19 

Ｆ－２の支援戦闘能力向上の研究試作契約での成果を

継承し、当該調達に必要となる技術又は設備等を有す

ることを証明できること。 



 

 

掲載 

番号 

 

該当する契約 
随意契約に 

よる理由 

一覧表への 

掲載日 
新規参入の申し込みに必要となる要件 

提出先 

(問合わせ先) 

41 

ＯＨ－１用カートリッジ（キャノピ・

リムーバル・システム用）の製造に係

る契約 

キ 29.1.17 

契約履行に必要となるＯＨ－１用カートリッジ（キャ

ノピ・リムーバル・システム用）の製造図書（製造図

面、組立図及び作業標準並びに検査要領等の企業所有

資料）を利用できることが証明できること及び火薬類

取締法に基づく販売の許可を受けていること。 

･提出先 

防衛装備庁 

調達事業部 

航空機部品 

器材室 

調達第１班 

･問合わせ先 

03(3268)3111 

内線:35563 

35565 

35571 

 

42 
ＯＨ－１用増槽燃料タンクの製造に係

る契約 
イ 29.1.17 

ＯＨ－１用増槽燃料タンクの製造に必要となるライセ

ンス実施権を米国ジェネラル・ダイナミクス・アーマ

メント・アンド・テクニカル・プロダクツ・インクか

ら認められていること又は認められる見込みがあるこ

とが証明できること。 

 

43 
ＵＨ－６０Ｊ用飛行指示制御装置の製

造に係る契約 
ア 29.1.17 

ＵＨ－６０Ｊ用飛行指示制御装置の製造に必要となる

航空機製造事業法（昭和２７年法律第２３７号）第２

条の２に規定する経済産業大臣の事業の許可を受けて

いること又は受ける見込みがあることが証明できるこ

と。 

44 
多機能表示装置（Ｆ－１５用）の製造

に係る契約 
キ 29.1.17 

契約履行に必要となる多機能表示装置（Ｆ－１５用）

の製造図書（製造図面、組立図及び作業標準並びに検

査要領等の企業所有資料）を利用できることが証明で

きること。 

 



 

 

掲載 

番号 

 

 

該当する契約 

 

随意契約に

よる理由 

一覧表への 

掲載日 
新規参入の申し込みに必要となる要件 

提出先 

(問合わせ先) 

45 

Ｃ－２航空機搭載電子機器初度部品

（ＥＱＵＩＰ ＡＳＳＹ－ＤＩＳＰＬ

ＡＹ ＵＮＩＴ及びＥＱＵＩＰ ＡＳ

ＳＹ－ＦＬＩＧＨＴ ＣＯＮＴＲＯＬ 

ＣＯＭＰＵＴＥＲ）の製造に係る契約 

ア 

 

 

 

 

29.1.31 

 

 

 

Ｃ－２航空機搭載電子機器初度部品（ＥＱＵＩＰ Ａ

ＳＳＹ－ＤＩＳＰＬＡＹ ＵＮＩＴ及びＥＱＵＩＰ 

ＡＳＳＹ－ＦＬＩＧＨＴ ＣＯＮＴＲＯＬ ＣＯＭ

ＰＵＴＥＲ）の製造に必要となる航空機製造事業法

（昭和２７年法律第２３７号）第２条の２に規定する

経済産業大臣の事業の許可を受けていること又は受

ける見込みがあることが証明できること。 

･提出先 

防衛装備庁 

調達事業部 

航空機部品 

器材室 

調達第１班 

･問合わせ先 

03(3268)3111 

内線:35565 

46 
標的用トランスポンダの製造に係る契

約 
  キ 

 

 

29.5.18 

 

契約履行に必要となる標的用トランスポンダの製造

図書（製造図面、組立図及び作業標準並びに検査要領

等の企業所有資料）を利用できることが証明できるこ

と。 

47 
エンジン消火用カートリッジ（国産）

（ＵＨ－６０用）の製造に係る契約 
  キ 

 

 

 

29.7.6 

 

契約履行に必要となるエンジン消火用カートリッジ

（国産）（ＵＨ－６０用）の製造図書（製造図面、組

立図及び作業標準並びに検査要領等の企業所有資料）

を利用できることが証明できること並びに火薬類取

締法に基づく販売の許可を受けていること。 

 

 



 

 

掲載 

番号 

 

 

該当する契約 

 

随意契約に

よる理由 

一覧表への 

掲載日 
新規参入の申し込みに必要となる要件 

提出先 

(問合わせ先) 

48 高速えい航標的の製造に係る契約 イ 

 

 

29.7.6 

 

高速えい航標的の製造に必要となるライセンス実施

権を米国メギット・ディフェンス・システムズ・イン

クから認められていること又は認められる見込みが

あることが証明できること。 

 

･提出先 

防衛装備庁 

調達事業部 

航空機部品 

器材室 

調達第１班 

･問合わせ先 

03(3268)3111 

内線:35565 

   35571 
49 

超低高度えい航標的ＪＡＱ－５０の製

造に係る契約 
  イ 

 

 

29.7.6 

 

超低高度えい航標的ＪＡＱ－５０の製造に必要とな

るライセンス実施権を米国メギット・ディフェンス・

システムズ・インクから認められていること又は認め

られる見込みがあることが証明できること。 

 

50 

Ｆ－１５用機体通信電子部品（ＲＥＭ

ＯＶＡＢＬＥ ＭＥＭＯＲＹ ＭＯＤ

ＵＬＥ）の製造に係る契約 

キ 

 

 

 

29.7.20 

 

契約履行に必要となるＦ－１５用機体通信電子部品

（ＲＥＭＯＶＡＢＬＥ ＭＥＭＯＲＹ ＭＯＤＵＬ

Ｅ）の製造図書（製造図面、組立図及び作業標準並び

に検査要領等の企業所有資料）を利用できることが証

明できること。 

 

 



 

 

掲載 

番号 

 

 

該当する契約 

 

随意契約に

よる理由 

一覧表への 

掲載日 
新規参入の申し込みに必要となる要件 

提出先 

(問合わせ先) 

51 
多機能化ＦＤＲ用データ読出しユニッ

トの製造に係る契約 
キ 

 

 

 

29.7.25 

 

契約履行に必要となる多機能ＦＤＲ用データ読出し

ユニットの製造図書（製造図面、組立図及び作業標準

並びに検査要領等の企業所有資料）を利用できること

が証明できること。 

 

･提出先 

防衛装備庁 

調達事業部 

航空機部品 

器材室 

調達第１班 

･問合わせ先 

03(3268)3111 

内線:35565 

   35571 52 

ＯＨ－６Ｄ整備用部品（国産）（ＣＥＬ

Ｌ ＡＳＳＹ及びＡＮＴＥＮＮＡ Ｋ

ＩＴ）の製造に係る契約 

  キ 

 

 

 

29.7.25 

 

契約履行に必要となるＯＨ－６Ｄ整備用部品（国産）

（ＣＥＬＬ ＡＳＳＹ及びＡＮＴＥＮＮＡ ＫＩＴ）

の製造図書（製造図面、組立図及び作業標準並びに検

査要領等の企業所有資料）を利用できることが証明で

きること。 

 

53 

ＳＨ－６０Ｊ／Ｋ／ＵＨ－６０Ｊ用

カートリッジ（カーゴフック用）の製

造に係る契約 

キ 

 

 

 

29.7.25 

 

契約履行に必要となるＳＨ－６０Ｊ／Ｋ／ＵＨ－６

０Ｊ用カートリッジ（カーゴフック用）の製造図書（製

造図面、組立図及び作業標準並びに検査要領等の企業

所有資料）を利用できることが証明できること及び火

薬類取締法に基づく販売の許可を受けていること。 

 

54 
ＯＨ－１整備用部品（国産）（ＨＡＲＮ

ＥＳＳ ＡＳＳＹ）の製造に係る契約 
キ 

 

 

29.10.3 

契約履行に必要となるＯＨ－１整備用部品（国産）（Ｈ

ＡＲＮＥＳＳ ＡＳＳＹ）の製造図書（製造図面、組

立図及び作業標準並びに検査要領等の企業所有資料）

を利用できることが証明できること。 

 



 

 

掲載 

番号 

 

 

該当する契約 

 

随意契約に

よる理由 

一覧表への 

掲載日 
新規参入の申し込みに必要となる要件 

提出先 

(問合わせ先) 

55 
飛行試験機改修キット補用品の製造に

係る契約 
カ 

 

 

29.10.3 

 

 

航空機搭載型小型赤外線センサシステムインテグ

レーション（その１）の研究試作契約での成果を継承

し、当該調達に必要となる技術又は設備等を有するこ

とを証明できること。 

 

･提出先 

防衛装備庁 

調達事業部 

航空機部品 

器材室 

調達第１班 

･問合わせ先 

03(3268)3111 

内線:35561 

35565 

   35571 

56 
対空射撃用標的（ＦＢ等及びＵＡＶ等）

の製造に係る契約 
   エ 

 

 

29.12.6 

 

対空射撃用標的（ＦＢ等及びＵＡＶ等）の試作契約

での成果を継承し、当該防衛装備品の量産に必要とな

る技術又は設備等を有することを証明できること。 

 

57 

Ｆ－１５緊急脱出装置用部品（ＧＵＩ

ＬＬＯＴＩＮＥ ＡＳＳＹ）の製造に

係る契約 

キ 

 

 

 

29.12.26 

契約履行に必要となるＦ－１５緊急脱出装置用部品

（ＧＵＩＬＬＯＴＩＮＥ ＡＳＳＹ）の製造図書（製

造図面、組立図及び作業標準並びに検査要領等の企業

所有資料）を利用できることが証明できること及び火

薬類取締法に基づく製造及び販売の許可を受けてい

ること。 

 

58 
ＣＨ－４７用多機能表示装置の製造に

係る契約 
キ 

 

 

29.12.26 

契約履行に必要となるＣＨ－４７用多機能表示装置

の製造図書（製造図面、組立図及び作業標準並びに検

査要領等の企業所有資料）を利用できることが証明で

きること。 



 

 

掲載 

番号 

 

 

該当する契約 

 

随意契約に

よる理由 

一覧表への 

掲載日 
新規参入の申し込みに必要となる要件 

提出先 

(問合わせ先) 

59 

Ｔ－４緊急脱出装置用部品（ＭＤＣ－

ＩＮＦＬＩＧＨＴ及びＭＤＣ－ＧＲＯ

ＵＮＤ）の製造に係る契約 

イ 

 

 

 

 

29.12.26 

 

 

Ｔ－４緊急脱出装置用部品（ＭＤＣ－ＩＮＦＬＩＧＨ

Ｔ及びＭＤＣ－ＧＲＯＵＮＤ）の製造に必要となるラ

イセンス実施権を米国パシフィック・サイエンティ

フィック・エナジェティック・マテリアルズ・カンパ

ニー（カリフォルニア）インクから認められているこ

と又は認められる見込みがあることが証明できるこ

と及び火薬類取締法に基づく製造及び販売の許可を

受けていること。 

 

･提出先 

防衛装備庁 

調達事業部 

航空機部品 

器材室 

調達第１班 

･問合わせ先 

03(3268)3111 

内線:35561 

35573 

60 

ＵＨ－１整備用部品（国産）（ＳＫＩ 

ＡＳＳＥＭＢＬＹ ＦＷＤ－（ＬＨ，

ＲＨ）、ＳＫＩ ＡＳＳＥＭＢＬＹ ／

ＡＦＴ－（ＬＨ，ＲＨ））の製造に係る

契約 

   キ 

 

 

 

30.1.18 

 

 

契約履行に必要となるＵＨ－１整備用部品（国産）（Ｓ

ＫＩ ＡＳＳＥＭＢＬＹ ＦＷＤ－（ＬＨ，ＲＨ）、

ＳＫＩ ＡＳＳＥＭＢＬＹ ／ＡＦＴ－（ＬＨ，Ｒ

Ｈ））の製造図書（製造図面、組立図及び作業標準並

びに検査要領等の企業所有資料）を利用できることが

証明できること。 

 

61 

Ｆ－１５航空機用維持部品（国産） 

（ＨＥＡＴ ＥＸＣＨＡＮＧＥＲ）の

製造に係る契約 

イ 30.1.22 

 

Ｆ－１５用維持部品（国産）の製造に必要となるライ

センス実施権を米国ハネウェル・インターナショナ

ル・インクから認められていること又は認められる見

込みがあることが証明できること。 

 



 

 

 

掲載 

番号 

 

 

該当する契約 

 

随意契約に

よる理由 

一覧表への 

掲載日 
新規参入の申し込みに必要となる要件 

提出先 

(問合わせ先) 

62 

Ｆ－１５航空機用維持部品（国産）（Ｖ

ＡＬＶＥ及びＴＵＲＢＩＮＥ）の製造

に係る契約 

イ 

 

 

30.1.22 

 

 

Ｆ－１５用維持部品（国産）の製造に必要となるライ

センス実施権を米国ハネウェル・インターナショナ

ル・インクから認められていること又は認められる見

込みがあることが証明できること。 

 

･提出先 

防衛装備庁 

調達事業部 

航空機部品 

器材室 

調達第１班 

･問合わせ先 

03(3268)3111 

内線:35561 

   35573 63 

Ｆ－１５航空機用維持部品（国産） 

（ＳＥＰＡＲＡＴＯＲ）の製造に係る

契約 

   イ 30.7.3 

 

Ｆ－１５用維持部品（国産）（ＳＥＰＡＲＡＴＯＲ）

の製造に必要となるライセンス実施権を米国ハネ

ウェル・インターナショナル・インクから認められて

いること又は認められる見込みがあることが証明で

きること。 

 

64 
電動アクチュエーションシステムの研

究試作の電磁干渉試験用器材 
カ 30.7.3 

電動アクチュエーションシステム（その２）の研究試

作契約での成果を継承し、当該調達に必要となる技術

又は設備等を有することを証明できること。 

 



 

 

掲載 

番号 

 

 

該当する契約 

 

随意契約に

よる理由 

一覧表への 

掲載日 
新規参入の申し込みに必要となる要件 

提出先 

(問合わせ先) 

65 
Ｃ－１３０Ｈ航空機用維持部品（ＧＥ

ＮＥＲＡＴＯＲ）の製造に係る契約 
キ 30.7.3 

 

契約履行に必要となるＣ－１３０Ｈ航空機用維持部

品（ＧＥＮＥＲＡＴＯＲ）の製造図書（製造図面、組

立図及び作業標準並びに検査要領等の企業所有資料）

を利用できることが証明できること。 

 

･提出先 

防衛装備庁 

調達事業部 

航空機部品 

器材室 

調達第１班 

･問合わせ先 

03(3268)3111 

内線:35561 

   35573 

66 

ウェポン内装ランチャー機構リグ試験

供試体のランチャー用治具の製造に係

る契約 

カ 30.7.6 

 

ウェポンリリース・ステルス化（その２）の研究試作

契約での成果を継承し、当該調達に必要となる技術又

は設備等を有することを証明できること。 

 

67 
Ｐ－１ Ａタイプ・ストアキャリアの

製造に係る契約 
キ 30.7.6 

 

契約履行に必要となるＰ－１ Ａタイプ・ストアキャ

リアの製造図書（製造図面、組立図及び作業標準並び

に検査要領等の企業所有資料）を利用できることが証

明できること。 

 

68 
Ｐ－１ ソノブイ・ラックの製造に係

る契約 
キ 30.7.6 

 

契約履行に必要となるＰ－１ ソノブイ・ラックの製

造図書（製造図面、組立図及び作業標準並びに検査要

領等の企業所有資料）を利用できることが証明できる

こと。 

 



 

 

 

掲載 

番号 

 

 

該当する契約 

 

随意契約に

よる理由 

一覧表への 

掲載日 
新規参入の申し込みに必要となる要件 

提出先 

(問合わせ先) 

69 
Ｐ－１ ＡＳＭ用パイロン（爆弾倉）

の製造に係る契約 
キ 30.7.6 

 

契約履行に必要となるＰ－１ ＡＳＭ用パイロン（爆

弾倉）の製造図書（製造図面、組立図及び作業標準並

びに検査要領等の企業所有資料）を利用できることが

証明できること。 

 

･提出先 

防衛装備庁 

調達事業部 

航空機部品 

器材室 

調達第１班 

･問合わせ先 

03(3268)3111 

内線:35561 

   35573 
70 

Ｐ－１ ウイング・パイロンの製造に

係る契約 
キ 30.7.6 

 

契約履行に必要となるＰ－１ ウイング・パイロンの

製造図書（製造図面、組立図及び作業標準並びに検査

要領等の企業所有資料）を利用できることが証明でき

ること。 

 

71 
Ｐ－１ 機雷用パイロン（爆弾倉）の

製造に係る契約 
キ 30.7.6 

 

契約履行に必要となるＰ－１ 機雷用パイロン（爆弾

倉）の製造図書（製造図面、組立図及び作業標準並び

に検査要領等の企業所有資料）を利用できることが証

明できること。 

 

72 
Ｐ－１ 魚雷用パイロン（爆弾倉）の

製造に係る契約 
キ 30.7.6 

 

契約履行に必要となるＰ－１ 魚雷用パイロン（爆弾

倉）の製造図書（製造図面、組立図及び作業標準並び

に検査要領等の企業所有資料）を利用できることが証

明できること。 

 



 

 

掲載 

番号 

 

 

該当する契約 

 

随意契約に

よる理由 

一覧表への 

掲載日 
新規参入の申し込みに必要となる要件 

提出先 

(問合わせ先) 

73 
Ｆ－１５統合電子戦機用通信電子部品

（送信ユニット４）の製造に係る契約 
キ 30.7.6 

 

契約履行に必要となるＦ－１５統合電子戦機用通信

電子部品（送信ユニット４）の製造図書（製造図面、

組立図及び作業標準並びに検査要領等の企業所有資

料）を利用できることが証明できること。 

 

･提出先 

防衛装備庁 

調達事業部 

航空機部品 

器材室 

調達第１班 

･問合わせ先 

03(3268)3111 

内線:35561 

   35573 
74 

Ｆ－１５用機体通信電子部品（ＶＲＳ 

ＣＯＮＴＲＯＬ ＰＡＮＥＬ）の製造

に係る契約 

キ 30.7.6 

 

契約履行に必要となるＦ－１５用機体通信電子部品

（ＶＲＳ ＣＯＮＴＲＯＬ ＰＡＮＥＬ）の製造図書

（製造図面、組立図及び作業標準並びに検査要領等の

企業所有資料）を利用できることが証明できること。 

 

75 
ＵＨ－６０搭載電子機器部品（国産）

の製造に係る契約 
キ 30.10.5 

 

契約履行に必要となるＵＨ－６０Ｊ用搭載電子機器

部品（ＩＣＳ制御器及びＨＦ送受信機）の製造図書（製

造図面、組立図及び作業標準並びに検査要領等の企業

所有資料）を利用できることが証明できること。 

 

76 

 

航空機整備用部品（国産）の製造に係

る契約 

 

キ 30.10.5 

 

契約履行に必要となるＡＨ－１Ｓ、ＵＨ－１Ｊ、及

びＵＨ－６０ＪＡ用整備部品（ＣＬＯＣＫ－ＡＩＲＣ

ＲＡＦＴ）の製造図書（製造図面、組立図及び作業標

準並びに検査要領等の企業所有資料）を利用できるこ

とが証明できること。 

 



 

 

 

掲載 

番号 

 

 

該当する契約 

 

随意契約に

よる理由 

一覧表への 

掲載日 
新規参入の申し込みに必要となる要件 

提出先 

(問合わせ先) 

77 
Ｆ－１５航空機用維持部品（ＥＷ Ｖ

ＡＬＶＥ）の製造に係る契約 
キ 30.10.5 

 

契約履行に必要となるＦ－１５航空機用維持部品（Ｅ

Ｗ ＶＡＬＶＥ）の製造図書（製造図面、組立図及び

作業標準並びに検査要領等の企業所有資料）を利用で

きることが証明できること。 

 

･提出先 

防衛装備庁 

調達事業部 

航空機部品 

器材室 

調達第１班 

･問合わせ先 

03(3268)3111 

内線:35561 

   35573 
78 

空対空用小型標的（巡航ミサイル模擬）

の製造に係る契約 
キ 30.10.5 

 

契約履行に必要となる空対空用小型標的（巡航ミサイ

ル模擬）の製造図書（製造図面、組立図及び作業標準

並びに検査要領等の企業所有資料）を利用できること

が証明できること。 

 


